　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式1-1
日本生殖看護学会　利益相反申告書
（本学会の学会誌等で発表を行う筆頭研究者用）
会員番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名日：西暦　　　　年　　　月　　　日
筆頭者氏名（自署）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
論文題名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊利益相反規定をよく読み、著者全員について、論文投稿2年前から投稿時までの発表内容に関係
する企業・組織・団体との利益相反の状況を記載してください。
＊該当状況はどちらかに○をつけてください。
＊本申告書は論文掲載後、2年間、本学会事務局において保管します。
	項　　目
	金額
	該当の状況
	該当有の場合は
企業・組織・団体名と金額を記載

	1 役員、顧問職、社員等への就任に伴う報酬
	１つの企業・組織・団体から年間100万円以上
	有・無
	

	②株式の利益、保
　有
	１つの企業から年間100万円以上の利益
当該株式の５％以上保有
	有・無
	

	③特許使用料
	１つにつき年間100万円以上
	有・無
	

	④講演料など
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑤原稿料
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑥研究費
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑦奨学（奨励）寄付
　金
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑧その他の報酬
	１つの企業・組織・団体から年間５万円以上
	有・無
	


事務局記入　受付番号：
様式1-2
日本生殖看護学会　利益相反申告書
（本学会の学会誌等で発表を行う共同研究者用）
会員番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名日：西暦　　　　年　　　月　　　日
共同研究者氏名（自署）：　　　　　　　　　　　　　　　　　
論文題名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊利益相反規定をよく読み、発表者全員について、論文投稿2年前から投稿時までの発表内容に関係する企業・組織・団体との利益相反の状況を記載してください。
＊該当状況はどちらかに○をつけてください。
＊本申告書は論文掲載後、2年間、本学会事務局において保管します。
	項　　目
	金額
	該当の状況
	該当有の場合は
企業・組織・団体名と金額を記載

	1 役員、顧問職、社員等への就任に伴う報酬
	１つの企業・組織・団体から年間100万円以上
	有・無
	

	②株式の利益、保
　有
	１つの企業から年間100万円以上の利益
当該株式の５％以上保有
	有・無
	

	③特許使用料
	１つにつき年間100万円以上
	有・無
	

	④講演料など
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑤原稿料
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑥研究費
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑦奨学（奨励）寄付
　金
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑧その他の報酬
	１つの企業・組織・団体から年間５万円以上
	有・無
	


事務局記入　受付番号：
様式1-3
日本生殖看護学会　利益相反申告書
（本会役員、各種委員、学術集会会長等用）
役職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名日：西暦　　　　年　　　月　　　日
氏名（自署）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊利益相反規定をよく読み、就任時の場合は遡って過去2年以内、年1回の申告の場合は前年度の本会が行う事業に関係する企業・組織・団体との利益相反の状況を記載してください。
＊該当状況はどちらかに○をつけてください。
＊本申告書は論文掲載後、2年間、本学会事務局において保管します。
	項　　目
	金額
	該当の状況
	該当有の場合は
企業・組織・団体名と金額を記載

	2 役員、顧問職、社員等への就任に伴う報酬
	１つの企業・組織・団体から年間100万円以上
	有・無
	

	②株式の利益、保
　有
	１つの企業から年間100万円以上の利益
当該株式の５％以上保有
	有・無
	

	③特許使用料
	１つにつき年間100万円以上
	有・無
	

	④講演料など
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑤原稿料
	１つの企業・組織・団体から年間50万円以上
	有・無
	

	⑥研究費
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑦奨学（奨励）寄付
　金
	１つの研究に対して１つの企業・組織・団体から支払われた総額が年間200万円以上
	有・無
	

	⑧その他の報酬
	１つの企業・組織・団体から年間５万円以上
	有・無
	


事務局記入　受付番号：

